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（参考）省エネ⽀援強化に関する齋藤⼤⾂答弁

・・・ 省エネは、エネルギー危機に強い経済・社会構造への転換を進めていくために重要な取組でありますし、
加えて、ＧＸの実現に向けた取組を進めるにあたっても、ご指摘のように特に中⼩企業や家庭にとっては、その
第⼀歩の取組が実は省エネであろうと思います。そのため、令和５年度補正予算を活⽤しまして、企業・家庭の
省エネ⽀援をパッケージとして取りまとめたところであります。具体的には、
（１）企業向けには、省エネ設備への更新を⽀援する「省エネ補助⾦」について、中⼩企業にも多く活⽤してい
ただいているところでありますが、今後３年間で7,000億円規模で⽀援するよう、⽀援の規模を拡充をしたほか、
脱炭素につながる電化・燃料転換を促進する新たな類型をこの補助⾦のなかで設けたところであります。
（２）それから家庭向けですけども、⾼効率給湯器の導⼊や断熱窓への改修等、住宅省エネ化の⽀援を経産
省・環境省・国交省の三省連携で進めておりまして、総額約4,600億円規模と、⽀援の規模を、拡充をいたしま
した。このうち給湯器につきましては、設置スペースが確保できない等の理由からですね、ヒートポンプ給湯機等の
導⼊が困難な賃貸集合住宅向けに、潜熱回収型給湯器の導⼊⽀援を、新たに新設をいたしました。
加えて、これらの⽀援策が、中⼩企業や家庭にもしっかり⾏きわたるように、周知広報も重要であります。「省エ

ネ補助⾦」は、３⽉下旬に補助⾦を活⽤いただく事業者向けの公募を開始したところでありますので、周知広報
にもしっかり取り組んでいきたいと考えています。
・・・企業・家庭の省エネ⽀援を強化していくことは、繰り返しになりますがＧＸとエネルギー安全保障の両⽅の

観点からも必要でありまして、引き続き、国会でもご議論頂きながら、様々な施策を検討・実施していきたいと考
えております。

令和６年４⽉５⽇
衆議院 経済産業委員会における齋藤経産⼤⾂の答弁
（中⼩企業や家庭に向けた省エネ⽀援について）
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省エネに関する国際動向

 COP28において、「年間のエネルギー効率改善率を世界平均で２倍とする」との世界⽬標に合意。
 また、G7⾸脳コミュニケにおいても、省エネは、エネルギー転換における「第⼀の燃料(first fuel)」として、そ

の重要性が⾔及されている。

我々は、COP28で打ち出された、2030年までに世界全体の再⽣可能エネルギー容量を３倍にし、年
間のエネルギー効率改善率を世界平均で２倍にするというコミットメントを歓迎する。省エネルギーは第⼀
の燃料であり、クリーン・エネルギー移⾏に不可⽋な要素である。

G7⾸脳声明（2024年６⽉、イタリア、プーリア・サミット）
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※建築物に関する規定は、平成29年度より建築物省エネ法に移⾏ 7

省エネ法の全体像

 省エネ法では、⼯場等の設置者、輸送事業者・荷主に対し、省エネルギー・⾮化⽯転換に関する取組を実施
する際の⽬安となるべき判断基準及び電気の需要の最適化に関する指針を⽰し、⼀定規模以上の事業者
にエネルギーの使⽤状況等の報告を求めている。





 省エネ法の「エネルギー」の定義を拡⼤し、⾮化⽯エネルギーを含む全てのエネルギーの使⽤の合
理化を求める。

 電気の⼀次エネルギー換算係数は、全国⼀律の全電源平均係数を基本とする。

①エネルギーの使⽤の合理化の対象範囲の拡⼤ 【エネルギーの定義の⾒直し】

 特定事業者等に対し、⾮化⽯エネルギーへの転換の⽬標に関する中⻑期計画及び⾮化⽯エネル
ギー使⽤状況等の定期の報告を求める。

 電気事業者から調達した電気の評価は、⼩売電気事業者（メニュー）別の⾮化⽯電源⽐率を
反映する。

② ⾮化⽯エネルギーへの転換に関する措置 【新設】

 再エネ出⼒抑制時への需要シフト（上げDR）や需給状況が厳しい時間帯の需要減少（下げ
DR）を促す枠組みを構築。

 電気事業者に対し、電気需要最適化に資する料⾦体系等の整備に関する計画作成を求める。
 電気消費機器（トップランナー機器）への電気需要最適化に係る性能の向上の努⼒義務

③ 電気の需要の最適化に関する措置 【電気需要平準化の⾒直し】

省エネ法の改正の概要

→ これらを踏まえ、
法律名を「エネルギーの使⽤の合理化及び⾮化⽯エネルギーへの転換等に関する法律」に⾒直し。
（2022年5⽉13⽇ 第208回通常国会で成⽴）

⇒ 2023年4⽉1⽇ 施⾏
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2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

お問合せ先︓

脱炭素志向型住宅の導⼊⽀援事業（経済産業省・国⼟交通省連携事業）

補助対象の例

間接補助事業

家庭部⾨のCO2排出量削減を進め、くらし関連分野のGXの実現に向けて、2050年
ストック平均でZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）基準の⽔準の省エネルギー
性能の確保を⽬指す牽引役として、ZEH基準の⽔準を⼤きく上回る性能を有する省エネ
住宅の早期普及を図るため、脱炭素志向型住宅（GX志向型住宅）の導⼊に対して⽀援
を⾏う。
○対象（補助額）︓新築⼾建住宅、新築集合住宅（160万円／⼾）
○主な要件︓①⼀次エネルギー消費量の基準（BEI）≦0.65（省エネのみ）

②⼀次エネルギー消費量削減率100％以上※1, 2（再⽣エネ等含む）
③断熱等性能等級６以上 など

① 脱炭素志向型住宅の導⼊加速により、関連産業の産業競争⼒強化及び経済成⻑と温室効果ガスの排出削減を共に実
現し、くらし関連分野のGXを加速させる。

② 住宅の省エネ化を加速させ、エネルギー価格⾼騰から国⺠⽣活を守る。

ZEH基準の⽔準を⼤きく上回る省エネ性能を有する新築住宅（脱炭素志向型住宅）の導⼊を⽀援します。

【令和６年度補正予算（案） 50,000百万円】

⺠間事業者・団体

令和６年度
■補助対象

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室／住宅・建築物脱炭素化事業推進室 電話︓0570-028-341

注）以下の住宅は、原則対象外とする。
・「⼟砂災害特別警戒区域」に⽴地する住宅
・「災害危険区域（急傾斜地崩壊危険区域⼜は地すべり防⽌区域と重複する区域に限る）」に⽴地する住宅
・「市街化調整区域」かつ「⼟砂災害警戒区域⼜は浸⽔想定区域（洪⽔浸⽔想定区域⼜は⾼潮浸⽔想定区域

における浸⽔想定⾼さ３ｍ以上の区域に限る）」に該当する区域に⽴地する住宅 など

※1 寒冷地等の場合は75％以上、都市部狭⼩地等の場合を除く
※2 集合住宅は、別途住宅部分の階層により設定
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省エネ・地域パートナーシップの⽴ち上げ

 中⼩企業における潜在的なニーズを掘り起こし、中⼩企業の省エネ取組を更に促すため、省エネに積極的な
姿勢を有する地域の⾦融機関や省エネ団体等とともに、地域の中⼩企業を後押しする枠組。

 趣旨に賛同いただける⾦融機関と省エネ⽀援機関を募集。現在、202⾦融機関、56の省エネ⽀援機関が
参加。

 今後、国・事務局、パートナー機関等との間で連携を深め、省エネ政策・取組等に関する各種情報の提供や
交換を⾏いながら、中⼩企業の省エネを地域で⽀える取組を進める。
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Ｊ－クレジット制度の概要

 省エネ・再エネ設備の導⼊や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認
証する制度であり、経済産業省・環境省・農林⽔産省が運営。

 クレジットをインセンティブとして省エネ・低炭素投資等を促進するとともに、国内の資⾦循環を⽣み出すこ
とで、経済と環境の好循環を促進する。

Jクレジットに関するご質問・ご相談があれば、
お気軽にご連絡ください。

令和６年度四国経済産業局委託先︓
PwC Japan有限責任監査法⼈
担当︓⽵内・⽯川
メールアドレス︓
jp_jcresupport@pwc.com





ご清聴ありがとうございました。


